
青森県の財務諸表のポイント

新地方公会計制度に基づく新地方公会計制度に基づく

普通会計・連結財務書類４表



財務書類の作成・公表

・ 「地方公共団体における行政改革の更なる推進のための指針（平成１８年８月３１日総務事務次
官通知）」において、普通会計ベース及び連結ベースの財務書類４表（貸借対照表、行政コスト
計算書、資金収支計算書、純資産変動計算書）を国の作成基準（基準モデル又は総務省方式改訂計算書、資金収支計算書、純資産変動計算書）を国の作成基準（基準 デル又は総務省方式改訂
モデル）により整備することが求められている。

・ 県では普通会計・連結財務書類４表を総務省方式改訂モデルにより作成し、公表するものである。

行政コスト計算書

　資産　【3兆6,286億円】 　負   債 【1兆5,601億円】  経常行政コスト　 【5,768億円】

－

経 常 収 益 【 億円】

〈普通会計財務書類４表の関係〉

貸借対照表

　…  経  常  収  益  　【  151億円】

　歳計現金　【217億円】 　純資産 【2兆  685億円】 ＝

　… 純経常行政コスト　【5,617億円】

純資産変動計算書

     期首純資産残高 　【2兆  803億円】

－

純経常行政コスト　【5,617億円】支    出　【7,658億円】

資金収支計算書

収    入　【7,718億円】

－

＋

一般財源、補助金等受入 【5,581億円】

－

  臨 時 損 益 等  　【    82億円】

＝

＝

   歳計現金増減額　【  60億円】

＋

期首歳計現金残高　【157億円】

＝
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＝

    期末純資産残高　 【2兆  685億円】期末歳計現金残高　【217億円】

＝



普通会計貸借対照表
○資産の部 ３兆６，２８６億円（▲１９４億円、０．５％の減）

・新規投資の抑制と減価償却の進展等による有形固定資産の減（▲３８９億円）

東日本大震災復興推進基金の新規積立てによる基金等の増（＋６８億円）

普通会計貸借対照表

・東日本大震災復興推進基金の新規積立てによる基金等の増（＋６８億円）

・東日本大震災からの「復旧・復興事業」の繰越等、翌年度に繰り越すべき財源の増による現金預金の増

（＋１１９億円）

○負債の部 １兆５，６０１億円（▲７６億円、０．５％の減）

・行財政改革の推進による職員数の減少に伴う退職手当引当金（翌年度支払予定退職手当を含む）の減（▲１７億円）

・国営土地改良事業費負担金等に係る長期未払金の減（▲３５億円）

・オーダーメイド型貸工場活用事業の実施に伴う２１あおもり産業総合支援センターの負債解消等による損失補償等

引当金の減 （▲３５億円）

○純資産の部 ２兆 ６８５億円（▲１１８億円、０．６％の減）

公共資産

3兆3,478億円

（▲395億円）

投資等

2,250億円

（＋83億円）

流動負債

1,269億円

（▲ 億円）

流動資産

558億円

（＋118億円）

資産の部

3兆6,286億円

（▲194億円）

固定負債

1兆4,332億円

（▲55億円）

（＋83億円）（▲21億円） （＋118億円）

純資産

2兆685億円

（▲118億円）

負債の部・

純資産の部

3兆6,286億円

（▲194億円）

2



行政コスト計算書行政コスト計算書
○経常行政コスト ５，７６８億円（＋１４９億円、２．６％の増）

当年度の行政サービスに要する費用のうち、資産形成につながらないもの

人件費（人に係るもの）の減（▲２１億円）・人件費（人に係るもの）の減（▲２１億円）

・維持補修費（物に係るもの）の増（＋４９億円）

・他団体への公共資産整備補助金等（移転支出的なもの）の増（＋１０２億円）

○経常収益 １５１億円（＋１５億円、１０．９％の増）○経常収益 １５１億円（＋１５億円、１０．９％の増）

行政サービスに対する直接の受益者負担

・使用料・手数料 ９８億円（＋２０億円）

・分担金・負担金・寄附金 ５３億円（▲５億円）

○純経常行政コスト ５，６１７億円（＋１３４億円、２．４％の増）

経常行政コストから経常収益を差し引いた額で、地方税や地方交付税といった一般財源や基金の取り崩しで賄わな

ければならないコスト。経常行政コストの増及び経常収益の減により増加。

経常収益

人に係るもの

1,851億円（▲21億円）

物に係るもの

1,650億円（＋78億円）

移転支出的なもの

2,004億円（＋101億円）

その他

億円（▲ 億円）

23年度

5,768億円

（＋149億円）

151億円（＋15億円）

純経常行政コスト

5,617億円（＋134億円）

263億円（▲9億円）
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純資産変動計算書純資産変動計算書

「純資産変動計算書」とは、地方公共団体の純資産（資産から負債を差し引いた残余）

が、一会計期間にどのように増減したかを示すものである。

○期首純資産残高 ２兆 ８０３億円

経常行政 ト ▲ 億円・経常行政コスト ▲５，７６８億円

・経常収益 １５１億円

・一般財源 ４，１９６億円（地方税 １，３１３億円、地方交付税 ２，５０３億円等）

・補助金等受入 １，３８５億円

・臨時損益 ▲ ５９億円（災害復旧事業費 ８３億円等）

・資産評価替え等 ▲ ２３億円

○期末純資産残高 ２兆 ６８５億円 （２３年度中の変動額 ▲１１８億円）
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資金収支計算書資金収支計算書

「資金収支計算書」は現金の流れを示すものであり、その収支を性質に応じて、経常的

収支、公共資産整備収支、投資・財務的収支と区分している。

○経常的収支の部（経常的な行政活動による資金収支） １，７７１億円
（支出の主なもの）

人件費 １，８４７億円、補助金等 １，２２３億円

（収入の主なもの）

地方税 １，３１２億円、地方交付税 ２，５０３億円

全体収支
６０億円

○公共資産整備収支の部（公共事業等に伴う資金収支） ▲ ４６９億円

（支出の主なもの）

公共資産整備支出 ８６８億円 公共資産整備補助金等支出 ５０９億円 ６０億円

期末資金残高
２１７億円

公共資産整備支出 ８６８億円、公共資産整備補助金等支出 ５０９億円

（収入の主なもの）

国庫補助金等 ３６５億円、地方債発行額 ４５１億円

○投資・財務的収支の部（投資活動や地方債の償還等による資金収支）○投資・財務的収支の部（投資活動や地方債の償還等による資金収支）

▲１，２４１億円
（支出の主なもの）

貸付金 ７５０億円、基金積立額 ４０２億円、地方債償還額 １，０２５億円
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（収入の主なもの）

貸付金回収額 ７３０億円、国庫補助金等 ２３４億円



連結財務書類４表連結財務書類４表
普通会計、公営事業会計（8事業会計）及び県が1/4以上を出資する第三セクター等

（2地方独立行政法人、地方三公社、第三セクター等20団体）を連結対象として作成。

連結行政コスト計算書

資産　【3兆8,368億円】 負債　【1兆6,432億円】 経常行政コスト　【6,277億円】

－

〈連結財務書類４表の関係〉

連結貸借対照表

－

… 経常収益　【658億円】

資金　【830億円】 純資産 【2兆1,936億円】 ＝

 うち財政調整基金等 純経常行政コスト　【5,619億円】

　　　　　　　　【334億円】

 うち現金等　 【496億円】

…

連結純資産変動計算書

期首純資産残高　【2兆2,090億円】

－

純経常行政コスト　【5,619億円】

連結資金収支計算書

収入　【8,353億円】

－

支出　【8,288億円】

＋

一般財源、補助金受入等　【5,588億円】

－

臨時損益等　【123億円】

＝

資金増減額　【65億円】

＋

期首資金残高　【431億円】
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＝

期末純資産残高　【2兆1,936億円】期末資金残高　【496億円】

＝



連結貸借対照表連結貸借対照表

＜連単比率 連結決算が普通会計の何倍になっているかを示すもの＞
○資産合計額 ３兆８，３６８億円（連単比率１．０６倍）
○負債合計額 １兆６，４３２億円（連単比率１．０５倍）
○純資産合計額 ２兆１，９３６億円（連単比率１．０６倍）

いずれの連単比率も１ ０６倍程度と小さく また 資産合計額の連単比率１ ０６倍いずれの連単比率も１．０６倍程度と小さく、また、資産合計額の連単比率１．０６倍
は、負債合計額の連単比率１．０５倍を上回っていることから、資産合計額と負債合計額の
差引により算出される純資産額の割合は、高くなっている。

流動負債1,269億円普通会計

資産合計3兆6,286億円 固定負債1兆4,332億円

流動負債227億円

純資産2兆685億円

普通会計

《連結対象のみ》

資産合計2,878億円 固定負債1,176億円

流動負債1,494億円

純資産1,475億円

会計間取引の
相殺消去《連 結》

資産合計 3兆8,368億円 固定負債1兆4,938億円 純資産2兆1,936億円

連結貸借対照表は普通会計の１．０６倍
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連結行政コスト計算書連結行政コスト計算書
○連結対象のみの行政コスト計算書

・連結対象のみ（公営事業会計及び第三セクター等）の行政コスト計算書の純経常行政
ストは１１億円とな ている 主な要因は 下水道事業の２６億円で 減価償却費コストは１１億円となっている。主な要因は、下水道事業の２６億円で、減価償却費

のうち、一部において受益者負担（経常収益）から除外されるものがあることによる。
○連結行政コスト計算書

・会計間取引の相殺消去により、地方税や地方交付税といった一般財源や基金の取り崩会計間取引の相殺消去により、地方税や地方交付税といった 般財源や基金の取り崩
しで賄わなければならない純経常行政コストは、普通会計より２億円の増となる。

経常収益 151億円

経常収益678億円

純経常行政コスト 5,617億円《普通会計》

経常収益658億円

純経常行政コスト11億円
《連結対象のみ》

会計間取引の
相殺消去

純経常行政コスト5,619億円《連結》
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連結純資産変動計算書連結純資産変動計算書

○期首純資産残高 ２兆２，０９０億円

・経常行政コスト ▲６，２７７億円

・経常収益 ※  ６５８億円

・一般財源 ※ ４，１９５億円（地方税 １，３１３億円、地方交付税 ２，５０３億円等）
・補助金等受入 ※ １，３９４億円
※はコストを賄うための収入。（コストを収入で賄いきれずコスト超過となっている。）

・臨時損益 ▲６３億円（災害復旧 △８３億円、損失補償等引当金繰入３５億円等）（ ）
・その他 ▲６１億円

○期末純資産残高 兆 億 （ 年度中 変動額 億 ）○期末純資産残高 ２兆１，９３６億円 （２３年度中の変動額 ▲１５４億円）

（参考）連結対象のみの純資産変動額 ▲１億円
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連結資金収支計算書連結資金収支計算書

○経常的収支の部（経常的な行政活動による資金収支） １，８３３億円経常 支 部（経常 な行政活動 資 支） ， 億
（支出：４，４４３億円、収入：６，２７５億円）

【主なもの】
・人件費 ２，０３２億円 ・地方税 １，３１２億円
補助金等 １ ２０７億円 地方交付税 ２ ５０３億円・補助金等 １，２０７億円 ・地方交付税 ２，５０３億円

・国県補助金等 ８１９億円

○公共資産整備収支の部（公共事業等に伴う資金収支）▲４８６億円
（支出：１ ４３７億円 収入：９５１億円） 全体収支（支出：１，４３７億円、収入：９５１億円）

【主なもの】
・公共資産整備支出 ９０９億円 ・国県補助金等 ３７２億円
・公共資産整備補助金等支出 ５０９億円 ・地方債発行額 ４７０億円

６５億円

期末資金残高
４９６億円

○投資・財務的収支の部（投資活動や地方債の償還等による資金収支）
▲１，２８２億円

（支出：２，４０９億円、収入：１，１２７億円）

【主なもの】
・貸付金 ７３１億円 ・国県補助金等 ２３４億円
・地方債償還額 １，０６１億円 ・貸付金回収額 ７２０億円
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（参考）連結対象のみの全体収支 ０．５億円、資金残高 ２７９億円


